
 

 

 

 

 

各 位 

                                    令和 6年 12月 27日 

 

 

株式会社グローバル・リンク・マネジメントへの 

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の取組みについて 

 

 
東和銀行（頭取 江原 洋、以下、当行）は、12月 27日（金）、株式会社グローバル・リンク・

マネジメント（代表取締役社長 金 大仲、以下、当社）に対して、ポジティブ・インパクト・ファ

イナンス（以下、ＰＩＦ）を実行しましたことをお知らせいたします。 

ＰＩＦは国連環境計画・金融イニシアティブ（ＵＮＥＰ ＦＩ）のポジティブ・インパクト金融

原則に基づき、お客さまの企業活動が環境・社会・経済に与える影響を分析し、特定されたポジティ

ブな影響の創出とネガティブな影響の低減に向けた目標（ＫＰＩ）の達成に向け、融資とともに継続

的なモニタリング支援を行う融資手法です。 

当社は「Mission」として『不動産を通じて豊かな社会を実現する』を掲げ、持続可能な社会お

よび持続的な企業成長を目指しております。社名に据えたリンク「つながり」という言葉には会社

設立以来の想いが集約されており、人々の幸せと豊かな社会にリンクするサステナブルな企業活動

をグローバルレベルで展開していくことに挑戦し続けております。本ＰＩＦ取組みにあたり、更なる

サステナブル経営に向けたＫＰＩを定め、当行にて評価を行っております。 

なお、当行のＰＩＦ実施体制については、株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）より第三者

意見を取得しております。 

当行は、今後もお客さまのＳＤＧｓへの取組み等をサポートし、お客さまや地域の課題解決に取

組むことで、持続可能な地域社会の実現を目指してまいります。 

 

 

記 

 

１．本件概要 

契約締結日 令和 6年 12 月 27 日（金） 

企 業 名 株式会社グローバル・リンク・マネジメント 

所 在 地 
〒150－0043 

東京都渋谷区道玄坂一丁目 12 番 1号 渋谷マークシティウエスト 21F 

代 表 者 代表取締役社長 金 大仲 

事 業 内 容 不動産ソリューション事業（投資用不動産の開発・販売、賃貸管理） 

融 資 額 5 億円 

資 金 使 途 事業資金 

コアインパクト 

環境対応の物件開発による環境保護と住みよいまちづくりへの取組み 

働きがいのある職場環境の整備 

※詳細は添付のＰＩＦ評価書をご参照ください 

セ カ ン ド 

オピニオン 
株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） 

 



 
 
２．インパクト評価（要旨） 

（１）環境対応の物件開発による環境保護と住みよいまちづくりへの取組み 

インパクトの種類 
社会的側面においてポジティブインパクトを増大 
環境的側面においてネガティブインパクトを低減 

インパクトカテゴリ 「住居」「エネルギー」「気候の安定性」「資源強度」 

関連する SDGs  

内容・対応方針 

① レジデンス販売において、「駅から徒歩 10 分圏内」「ターミナル駅まで
30 分前後」「高い地価」の”3チカ“をコンセプトに、断熱性能が高く省
エネに優れた環境対応（「ZEH-M Oriented」や「エネルギー消費性能レ
ベル 3 以上・断熱性能レベル 4 以上」などの環境配慮型）の物件開発に
よって資産価値の高い住居を創出・整備することで、環境に配慮しつつ
人口増加と地域コミュニティの活力向上により快適な住環境を提供で
きる住みよいまちづくりを目指す 

② 再生事業において、既存の中古物件（マンション、オフィスビル等）を
取り壊すことなくリノベーション工事等を通じて環境対応や耐震強化
等に取組み、そこに住む人、働く人のウェルビーイングの実現（快適な
住環境の提供、労働環境の改善）を目指す 

目標と K P I 

① レジデンス販売において、2027 年 12 月期までに環境対応比率を 100%
とし、販売総戸数を 1,280 戸以上とする 
※2028 年 12 月期以降の目標は改めて設定する 
✓ 2021 年 12 月期実績：環境対応比率 0%・販売戸数 836 戸 
✓ 2022 年 12 月期実績：環境対応比率 0%・販売戸数 979 戸 
✓ 2023 年 12 月期実績：環境対応比率 23.9%・販売戸数 1,079 戸 

② 再生事業について、2027 年 12 月期までに販売棟数累計 12 棟以上、 
売上高 200 億円以上にする 
※2028 年 12 月期以降の目標は改めて設定する 
✓ 2023 年 12 月期までの販売実績なし 

 
（２）働きがいのある職場環境の整備 

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

インパクトカテゴリ 「雇用」「賃金」 

関連する SDGs  

内容・対応方針 平均年収の引上げにより、働きがいのある職場環境を整備する 

目標と K P I 

2023 年 12 月期の従業員数を維持しつつ、2027 年 12 月期までに従業員の平均
年収を 1,000 万円以上にする 
※2028 年 12 月期以降の目標は改めて設定する 
✓ 2021 年 12 月期実績：従業員数 119 名・平均年収 6,182,989 円 
✓ 2022 年 12 月期実績：従業員数 127 名・平均年収 7,456,687 円 
✓ 2023 年 12 月期実績：従業員数 129 名・平均年収 8,176,855 円 

  

以 上  
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はじめに 

株式会社東和銀行は、株式会社グローバル・リンク・マネジメントに対し、ポジティブ・インパクト・ファイ

ナンス（以下、PIF という。）を実行した。 

本件取組にあたって、株式会社東和銀行は国連環境計画金融イニシアティブ（以下、UNEP FI という。)が策

定した「ポジティブインパクト金融原則」及び、環境省が策定した「インパクトファイナ ンスの基本的考え方」

に則り、株式会社グローバル・リンク・マネジメントの企業活動における包括的なインパクトを分析し、充実し

たサステナビリティ経営に向けた KPI を設定した。 

 

借入人概要 

会社名 株式会社グローバル・リンク・マネジメント 

所在地 東京都渋谷区道玄坂 1 丁目 12 番 1 号渋谷マークシティウエスト 21 階 

従業員 129 人(2023 年 12 月末時点)  

売上高 41,129 百万円（連結 41,259 百万円） 

事業内容 不動産ソリューション事業（投資用不動産の開発、販売、賃貸管理） 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：当社 HP 
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1.企業情報 

(1) 会社概要 

会社名 株式会社グローバル・リンク・マネジメント 

上場区分 東京証券取引所プライム市場 

設立年月 平成 17 年 3 月 31 日 

業種分類（国際標準産業分類） 不動産業（番号 6810）、不動産業（番号 6820） 

事業内容 投資用不動産の開発・販売、賃貸管理 

資本金 568,328,288 円  

代表者 代表取締役  金 大仲 

財務情報（2023 年 12 月期） 売上高：41,129 百万円（連結：41,258 百万円） 

従業員数 129 名(2023 年 12 月末)  

所在地 東京都渋谷区道玄坂一丁目 12 番 1 号渋谷マークシティウエスト 21 階 

所属団体 公益社団法人 全国宅地建物取引業保証協会、 

一般社団法人 全国住宅産業協会、 

公益財団法人 東日本不動産流通機構、 

公益社団法人 東京都宅地建物取引業協会、 

公益社団法人 警視庁管内特殊暴力防止対策連合会、 

公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会 

首都圏中高層住宅協会、 

全国不動産信用保証株式会社 

免許 宅地建物取引業 東京都知事（４）第 84454 号 

賃貸住宅管理業 国土交通省大臣(01) 第 0001837 号 

不動産特定共同事業 東京都知事 第 114 号 

グループ AtPeak㈱（100%出資）、㈱G&G Community（60%出資）、SAGL アド

バイザーズ㈱（49%出資） 

主な調達先 物件オーナー、不動産業者 他 

主な販売先 機関投資家、個人投資家 他 
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【当社の組織図】 

 

【グループ全体】 

 

 

Ⅰ
Ｔ
戦
略
部

人
事
総
務
部

代表取締役

経営会議

取締役会

株主総会

監視等委員会

指名報酬諮問委員会

内部監査室

法
務
部

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業
部

プ
ロ
パ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業
部

開
発
管
理
部

建
築
企
画
部

開
発
事
業
部

ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
事
業
グ
ル
｜
プ

用
地
仕
入
事
業
グ
ル
｜
プ

開
発
事
業
グ
ル
｜
プ

経
営
企
画
部

財
務
部

経
理
部

経
営
管
理
部

リ
テ
｜
ル
事
業
グ
ル
｜
プ

リ
ス
ク
管
理
部

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
推
進
部

 

出所：当社 HP より東和銀行作成 
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(2) 沿革 

年 月 概 要 

2005 年 3 月 
東京都渋谷区円山町において、株式会社グローバル・リンク・マネージメントを設立 

首都圏を中心とする投資用不動産を販売する宅地建物取引業の準備開始 

2005 年 5 月 
宅地建物取引業者免許を取得し、株式会社グローバル・リンク・マネジメントに商号を変

更し、不動産ソリューション事業を開始 

2006 年 6 月 
自社ブランド「アルテシモ」の販売開始 

プロパティマネジメント事業を開始 

2007 年４月 本店所在地を東京都渋谷区道玄坂に移転 

2007 年 11 月 
プロパティマネジメント事業の拡大のため、プロパティマネジメント事業を行う 100％子

会社、株式会社グローバル・リンク・パートナーズを設立 

2015 年 8 月 株式会社グローバル・リンク・サポートを吸収合併 

2017 年 12 月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

2018 年 12 月 東京証券取引所市場第一部に市場変更 

2019 年 1 月 都市開発のシンクタンクとして「グローバル都市不動産研究所」を設立 

2020 年 2 月 2020 年中期経営計画を策定 

2020 年 10 月 
スターアジアグループとの共同出資によりアセットマネジメント合弁会社である SAGL ア

ドバイザーズ株式会社設立 

2021 年 1 月 株式会社グローバル・リンク・パートナーズを吸収合併 

2021 年 2 月 
株式会社合人社計画研究所との共同出資により合弁会社である株式会社 G&G Community

設立 

2021 年 12 月 
環境認証取得物件 1 棟目として、（仮称）アルテシモ上十条において建築物省エネルギー

性能表示制度（BELS）による５段階評価の最高位を取得 

2021 年 12 月 
環境認証取得物件２棟目として、（仮称）アルテシモ中野において ZEH-M Oriented（ゼ

ッチ・マンション・オリエンテッド）を取得 

https://www.global-link-m.com/business/realestateinvestment/
https://www.gojin.co.jp/group/gg-community/
https://www.gojin.co.jp/group/gg-community/
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年 月 概 要 

2022 年 2 月 2022 年中期経営計画及び「GLM VISION 2030」を策定 

2022 年 2 月 当社が「ZEH デベロッパー」に登録認定 

2022 年４月 
東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所第一部からプライム市場に移

行 

2022 年 12 月 
環境認証取得物件は 10 棟に到達。（仮称）アルテシモ豊町において BELS 最高位である

５つ星を取得 

2023 年 1 月 
オフィスビルを取り扱うビルディング事業グループ、開発用地取得を専門とする用地仕入

事業グループを新設 

2023 年 12 月 
DX 領域の事業開始のため、IoT 及び IT 関連事業を行う 100%子会社、AtPeak 株式会社

を設立 

https://www.at-peak.com/
https://www.at-peak.com/
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(3) 当社グループの事業概要 

当社は、主にマンションの仕入・開発・賃貸及び販売、マンションのプロパティマネジメント（PM）業

務の受託、土地の企画販売、オフィスビルの仕入・賃貸及び販売を行い、事業セグメントは下記①から③を

一連して「不動産ソリューション事業」としている。 

 

① 開発事業 

創業期から「駅から徒歩 10 分圏内」「ターミナル駅まで 30 分前後」「高い地価」の３チカ物件にこだ

わった単身世帯向け投資用コンパクトマンション「レジデンス」開発に特化することで、長期に亘り資産

価値が継続する不動産を提供している。『不動産を通じて豊かな社会を実現する』を企業理念の１つであ

る「Mission」に掲げ、投資用不動産業界ではいち早く環境配慮型不動産への取り組みを開始、ZEH デベ

ロッパーに登録認定され、自社開発物件においては環境配慮認証比率 100％を達成した。オリジナルブラ

ンド「アルテシモ」シリーズは ZEH-M Oriented や BELS4 つ星以上などの環境対応を標準仕様として設

計されている。 

今後はレジデンスの他にも、オフィスビルやホテルなどの非レジデンスの開発への展開を計画している。 

 

② 土地企画事業 

主に、権利関係を整理することによる土地の価値向上を所有者の方々に提案し、価値の最大化

を目指す土地仕入を行っている。権利調整を行い仕入れた土地は、金利動向や不動産市況に鑑

み、自社でレジデンスをはじめとした不動産開発を行うケースだけでなく、他の開発業者に販売

し、収益性だけではなく資金効率を考慮した開発・販売計画を進めている。 

 

 

 

 

 

出所：当社 2024 年 12 月期第 3 四半期決算説明資料 
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③ 再生事業 

主に、既存のオフィスビルを購入し、環境認証取得・労働環境改善等のバリューアップ施策を講

じ、販売によるフロー収益、賃貸・管理によるストック収益の取得を目指す。 

     

 

 

また、当社グループ会社として、AtPeak 株式会社、株式会社 G&G Community、SAGL アドバイザーズ株式会

社がある。 

AtPeak 株式会社では、DX 領域において IT・AI 関連コンサルティング＆カスタマイゼーションを行い、不動

産×DX による当社とのシナジー創出をはじめ、今後は他業界へのサービス展開を計画している。 

株式会社 G&G Community では、マンション管理組合から受託する建物管理業務、不動産ファンド等から受託

するビルマネジメント業務を行い、SAGL アドバイザーズ株式会社においては、不動産ファンド等から受託するア

セットマネジメント業務を行い、不動産ソリューション事業の基盤をグループ全体で築いている。 

 

 

 出所：当社グループ方針「GLM1000」2025 年中期経営計画「GLM100」説明資料 

出所：当社 2024 年 12 月期第 3 四半期決算説明資料 
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(4) グループ理念および企業理念 

【グループ理念】 

当社は、事業ポートフォリオの多様化、グループ企業の設立や今後の展望を踏まえ、グループ理念を制定

した。グループミッションとして、「投資により未来価値を創出する」を掲げ、人と事業に積極的な投資をお

こなっている。グループビジョンは「世界をリードするサステナブルな企業グループへ」、グループバリュー

として、「No.1・挑戦・共創」を新たなグループ方針に定め、更なる成長を目指している。 

 

 

【カンパニー理念（企業理念）】 

当社は「Mission」、「Vision」、「Value」を企業理念に定め『不動産を通じて豊かな社会を実現する』こ

とにより持続可能な社会および持続的な企業成長を目指している。社名に据えたリンク「つながり」という

言葉には会社設立以来の想いが集約されており、人々の幸せと豊かな社会にリンクするサステナブルな企業活

動をグローバルレベルで展開していくことに挑戦し続けている。2030 年までに「不動産業界のリーディング

カンパニー」になるというビジョン実現に向け 2022 年に企業理念をアップデート、長期構想「GLM vision 

2030」を策定し、重点的に解決する課題として 9 つの「マテリアリティ」を特定し企業価値向上に努めてい

る。 

 

「Mission」 

『不動産を通じて豊かな社会を実現する』。不動産には人々や企業の「資産」および活動を支える社会基盤

としての役割があり、当社はその役割にかかわることで世界中の人々の幸せに Link することを使命と考えてい

る。企業活動を通じて地球環境や社会・経済課題に取り組み、不動産の新たな可能性を追求している。 

 

 

 

出所：当社 2024 年 12 月期第 3 四半期決算説明資料 
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「Vision」 

「Vision」では「Mission」で定めた『不動産を通じて豊かな社会を実現する』ことで『不動産業界のリー

ディングカンパニーとなる』ことを目指している。 

 

「Value」 

「Value」は「Mission」実現に向けた大切な価値基準として定めている。「Value」には『社員の誇り、顧

客の感動、事業の規模』の 3 つの「No.1」、『スピード経営、変革、ワンストップ事業拡大』への 3 つの「挑

戦」、環境・社会・当社の『三方よし』につながるビジネスの「共創」を掲げ、社員・顧客・人と社会・地球環

境を考慮することを思いに込めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：当社 HP 
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【グループ方針「GLM1000」】 

 
 

 

ミッション・ビジョンの実現を目指し、2040 年に向けてグループ方針「GLM1000」を策定。 

「1000」は、経常利益の目標額をあらわし、インオーガニックでの成長も展望している。 

 

2.1事業内容 

(1) グループの売上構成 

企業名 セグメント 事業内容 売上高 売上高構成比率 

㈱グロ－バル・リン

ク・マネジメント 
不動産ソリューション 

区分売買 2,727 百万円 6.6% 

不動産管理 322 百万円 0.8% 

土地企画販売 4,731 百万円 11.4% 

1 棟販売 33,468 百万円 81.1% 

AtPeak㈱ IoT 及び IT 関連事業 AI／IT 開発受託 0 百万円 0.0％ 

㈱G&G Community 
建物管理業 

ビルマネジメント業 
建物管理 10 百万円 0.1% 

 合 計  41,258 百万円 100.0% 

 

出所：当社グループ方針「GLM1000」2025 年中期経営計画「GLM100」説明資料 
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(2) ビジネスモデルの優位性 

開発事業においては、当社は自社開発した「アルテシモシリーズ」をオリジナルブランドに持ち、創業から

一貫して単身世帯向け投資用コンパクトマンションの企画・販売を行っている。都心の３チカ物件に特化し不

動産の企画・開発から販売・管理までワンストップで対応できる強みを有している。 

下記のニーズに誠実に応えることで、付加価値のある不動産を市場に供給している。 

 
 

① 「投資する（買う）」ニーズ 

まず「投資する」というニーズは、国内総人口が減少する時代に入り地方の

過疎化が進む中、東京においては 20 年以上わたり人口流入が続いており、レ

ジデンス、非レジデンスともに底堅い入居需要がある。そのため、安定的に賃

料収入を見込むことができる。さらに、日本は海外諸国と比較して金利が低い

ため、国内外の機関投資家の購入意欲は旺盛である。コロナ禍においても、人

口流入は継続している東京圏に対する需要は今後も続くものと考えている。 

 

② 「売りたい」ニーズ 

次に「売りたい」というニーズは、「投資したい」というニーズと重なる部

分もあるが、都心部で長年商売を行ってきた小規模事業者の高齢化による廃業

や、相続により取得した不動産の換金売りなどによるものと考える。人々のラ

イフスタイルの変化により商売の継続が難しくなる事業者や、都心の不動産を

相続し高額の納税を余儀なくされる人は今後増加していくものと考えている。 

また、「売りたい」ニーズを抱えながら、権利関係が複雑で自らの力では解決

出来ないというニーズも多く、権利関係を調整することで売却をスムーズにで       

きると考えている。 

出所：当社 HP 
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③ 「部屋を貸したい（管理してほしい）」というニーズ 

最後に「部屋を貸したい（管理してほしい）」というニーズは、当社の主要

市場である東京においては人口増加以上に世帯数の増加が見込まれていること

よる。単独世帯や夫婦のみ世帯の増加により、世帯数は 2020 年の 721 万世帯

から 2035 年には 768 万世帯まで増加するとの予測もある。 

日本の少子高齢化、人口減少により、国内全体では空室が増加しているが、

一極集中している東京においては今後も住宅需要は底固いと考える。他方、オ

ーナー側においては安定収入を得たいものの、空室リスクや家賃の未払い、入

居者とのトラブルなどの各種リスクは排除したいニーズがある。国際色の強い東京では日本人のみならず外

国人・外資系企業の「貸し・借り」ニーズも多く、賃貸管理に精通した管理会社の重要性は今後ますます高ま

るものと考える。       

          

 

④ 競合関係 

 

・分譲大手 

投資用不動産の市場は、野村不動産や三井不動産レジデンシャルのようなマンション分譲大手との競合は

ない。投資用コンパクトマンションはワンルームが主体であり販売単価が低く、ファミリータイプと比べて

供給戸数が 1／5 程度と少なく、マンション分譲大手がファミリータイプの販売を主としているためである。

このため分譲大手との競合関係は成立しない。当社は用地仕入も行っており、事業内容的には競合するが、

開発物件の規模が異なるため競合は生じることはなく、むしろ企画・開発案件においては相互に商談相手と

なることから「川上／川下」の関係となる場合もある。 

 

・投資用コンパクトマンション業者 

   グッドコムアセットや FJ ネクストなどは投資用不動産販売という事業内容においては競合となる。但し

当社は販売物件の多くを機関投資家や投資ファンドなどに１棟販売（バルク売り）しており、１棟販売の比

率は販売物件全体の 80％程度を占める。一方、他社は個人投資家向けの販売が主であり競合関係は成立し

ない。 

 

出所：当社 HP 
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・賃貸管理（プロパティマネジメント） 

ハウスメイトやタウンハウジングなどの賃貸管理（仲介）大手との関係は、賃貸管理という事業内容にお

いては競合となる。但し、当社の主要業務は投資用マンションの企画・設計・販売であり、賃貸管理は自社販

売物件を中心としたサブリース契約が主体であることから、賃貸管理会社とは当社の管理物件に入居者を紹

介してもらうという補完関係でもある。 

  

・ファンドなどの機関投資家 

REIT などを運営する機関投資家は当社の新築物件を１棟販売（バルク売り）し、賃貸管理を請け負う対象

顧客であり、いわゆる「川上／川下」の関係にあることから競合関係は成立しない。 

 

・投資物件市場におけるプレイヤーのレベル 

当社は投資用コンパクトマンション市場において土地仕入から賃貸

管理までワンストップで行っている。当社と同様にワンストップで運営

する同業他社はあるものの、機関投資家への１棟販売が多いなどビジネ

スモデルに違いがあり、競合は部分的といえる。 

 

 

 

 

⑤ 参入障壁 

首都圏の投資用コンパクトマンション市場は、不動産価格の上昇期待や海外から見た円安による割安感は

あるものの、建築資材や人件費の高騰などにより販売価格も上昇傾向にあるため、ここ 10 年の供給数に大き

な変動はない。当社は 1 棟バルク販売による営業活動効率化、パートナー企業とのオフバランス開発による

資金効率のよい経営で他社との差別化を図っている。1 棟バルク販売は収益性の面でも優位に立てる営業手

法であり、市場への参入障壁とすることで事業を優位に展開している。 

 

⑥ 金融機関との関係性 

当社の主たる事業である投資用コンパクトマンション事業は事業用地の取得から建物の建築・販売完了ま

で長期にわたり多額の資金を必要とする。当社は東証プライム上場企業であることから多様な資金調達手段

を有するものの、様々な不動産情報も有する金融機関との関係構築は資金調達のみならず事業用地取得の観

点からも必要不可欠である。また、当社の経営手法の１つであるオフバランス開発においては資金の出し手

となる大手ゼネコンなどパートナー企業との関係構築も重要となる。 
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⑦ 売買取引実績による物件情報 

創業以来、当社は 218 棟以上の新築物件を販売してきた実績がある（令和 5 年 12 月末時点）。販売物件

の多くは REIT や機関投資家筋などへの 1 棟販売（バルク売り）や、事業会社等、複数の販売先があること

からも買い手からの信頼の高さが伺える。なお、バルク売りによる効率の良い営業は売り手側・買い手側双

方にメリットをもたらし、更なる取引拡大や事業用地の紹介などにおいても良好な関係を築いている。 
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2.2業界動向 

(1) 人口減少により社会インフラや公共サービスの維持が社会問題化 

 我が国では 2008 年をピークに総人口が減少に転じ、2050 年に 1 億人を下回り、その約 4 分の

1 を 75 歳以上の高齢者が占めると予測されており、生産人口の減少に伴って医療・福祉を中心とし

た社会インフラの整備や公共サービスの維持が社会問題化しつつある。そうした中、限られた資源

を集中的・効率的に利用する「コンパクトシティ化」により、持続可能な都市・社会の形成を図る

動きが加速している。 

 

(2) 事業を通じた社会への貢献 

① 物件数の増加と高い入居率の維持によってコンパクトシティ化の推進に貢献 

 コンパクトシティの実現にあたっては、「住宅・宅地の資産価値の維持」や「コミュニティ

力の維持」といった要素が重要とされている。当社では 2005 年の創業以来、長期にわたり資

産価値が続く不動産の条件である“3 チカ”（「駅から徒歩 10 分圏内（駅からチカい）」「タ

ーミナル駅まで 30 分前後（都心からチカい）」「高い地価（チカ）」）をコンセプトに、一

貫して東京都心で土地の仕入れ、物件の企画・開発を行っており、物件管理の面では 2020 年

に管理戸数 2,263 戸を超え、更に 99%以上という高い入居率を 7 年以上維持し続けている。

今後も、当社は資産価値の高い物件開発・住宅の整備により、都心部の人口増加と地域コミュ

ニティの活力向上に寄与することでコンパクトシティを推進し、社会インフラや公共サービス

の維持に貢献していく方針である。 

② 環境によく住みやすい物件で単身世帯増加問題に対応 

 日本では、人口減少が続く一方で単身世帯の増加傾向が続いているため、当社は、強みであ

出所：当社資料 

出所：当社 HP 
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 る単身者向けコンパクトマンションの供給を継続し、単身世帯増加という社会課題に対応して

いくとしており、2021 年末からは、物件開発において「環境配慮＋バイオフィリックデザイ

ン＋リモートワーク」の要素を重視し、自然を感じながら住みやすさ・働きやすさを実現でき

るマンションを供給している。 

 出所：当社 HP 
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3.サステナビリティ関連の活動 

(1) 「GLM VISION 2030」長期構想 

 当社グループは、投資用不動産業界ではいち早く環境配慮型不動産への取組みを開始し、さらに、当社の

長期構想である「GLM VISION 2030」において「不動産×環境×DX により、サステナブルな不動産開発・

運用 No1」をゴールに置くなどして、サステナビリティを経営のベースに据えている。 

 

 

  (注)「LCCM」…ライフサイクルカーボンマイナスの略称。建設時、運用時、廃棄時において出来るだけ省 CO₂に取組み、 

さらに太陽光発電等を利用した再生可能エネルギーの創出により、ライフサイクルを通じた CO₂の収支をマイナスに 

する取組みのこと。 

 

(2) サステナビリティにかかるガバナンス 

2023 年 1 月にサステナビリティ推進を強化するために代表取締役社長直下の経営企画室内に「ESG 推進課」

を設置、「サステナビリティ方針」を策定し「マテリアリティ」の特定を行っている。 

また、2024 年１月にはサステナビリティのさらなる強化を目指し「サステナビリティ推進部」を設置し、

「マテリアリティ」の実行を通じてサステナビリティ経営の実践に取り組んでいる。 

 
出所：当社 HP 

出所：当社 2022 年 中期経営計画資料 
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(3) サステナビリティ方針 

 

 

(4) マテリアリティ 

 当社グループは、「GLM VISON 2030」の達成を確実なものとするために、2030 年を期限に、重点的に

解決する課題として 9 つの「マテリアリティ」を特定している。また、「マテリアリティ」ごとに”2030 年

のあるべき姿／ありたい姿”と”2030 年の KGI”を設定し、担当部署が KGI 達成に向けた KPI と具体的なアク

ションプランを策定、それらを「年度経営計画」に反映させている。 

 

出所：当社 HP 

出所：当社 HP 
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【マテリアリティ一覧】 

 マテリアリティ 2030 年のあるべき姿／あ

りたい姿 

2030 年の KGI 

1 環境配慮型不動産の企画開発・運用 環境配慮型不動産の開発・

保有率 100% 

① 自社開発物件での ZEH-M 

Oriented/ZEB Ready(延べ

床 10,000 ㎡以上の場合は

ZEB Oriented)の割合 

② 自社保有物件での環境認証取

得割合 

2 人的資本経営の推進 成長意欲がある人材に選ば

れる企業になり、多様性に

富んだ組織である 

① スキルスコア 

② エングージメントスコア 

  (a)総スコア 

  (b)新卒採用者の満足度 

  (c)キャリア採用者の満足度 

  (d)キャリアチャレンジ制度

利用者の満足度 

③ 多様性比率(女性管理職比率) 

④ 採用時の value 共感度 

3 安全・安心な不動産の提供 自然災害に強く防犯性能の

高い、健康・快適な安全と

安心な環境を備えた開発 

物件保有率 100% 

災害・防犯・健康・快適な自社

開発物件の保有割合(Res Real、

CASBEE ウェルネスオフィスな

どの認証を取得した物件) 

4 不動産×DX の推進 不動産とテクノロジーを融

合させ、社会課題を解決す

るサービスを生み出す 

売上貢献 

5 誠実かつ透明性の高い企業行動 ① 誠実な企業活動によ

り、不動産市場より高

い信頼を得ている 

② 透明性の高い情報開示

により資本市場から評

価されている 

 

① 企業理念および行動規範定着

度 

② GPIF 採用指数の構成銘柄に

選定される 

6 気候変動の緩和への貢献 2050 年のカーボンニュー

トラル社会の実現に向けて

事業に伴う温室効果ガスの

排出量が国際的な基準に適

合している 

 

温室効果ガス排出量 

(Scope1・2・3)削減率 



 

 

22 
 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス評価書 

           
 

7 収益構造の最適化 業容拡大によるフロー収益

の増強とストック収益の比

率向上により経営が安定し

ている 

① フロー収益の成長率 

② ストック収益(ストック粗利)

による固定販管費のカバー率 

8 資本効率の最適化と財務健全性の両

立 

資本効率の最適化と財務健

全性の両立により企業価値

が向上している 

① ROE 

② 自己資本比率 

③ DE レシオ 

9 コーポレートガバナンスにおけるモ

ニタリング機能の強化 

監督と経営執行が分離さ

れ、GLM VISION 2030 実

現に向けて取締役および経

営執行責任者が多様性と高

いスキルを充足している 

① 取締役および経営執行責任者

のスキルの充足度 

② 女性取締役比率 

 

①  環境配慮型不動産の企画開発・運用 

当社グループは、2022 年 2 月、経済産業省がネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の推進に向けて

導入した登録制度である「ZEH デベロッパー」に認定されている。2023 年 12 月期において新規自社開発物

件に関しては「 ZEH-M Oriented」や「エネルギー消費性能レベル 3 以上・断熱性能をレベル 4 以上」など

の環境対応（以下「環境配慮型」という）比率 100%を達成。ZEH-M Oriented または省エネ性能が高いこ

とを示す BELS 認証４つ星以上取得済みの開発物件 22 棟、そのうち 7 棟が竣工と、自社開発物件における環

境認証取得を進めている。 

 
 

 

出所：当社 HP 

出所：当社 2023 年 12 月期決算説明資料 
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＊ZEH デベロッパー登録状況 

 経済産業省 資源エネルギー庁が主催、一般社団法人 環境共

創イニシアチブが執行する「ネット・ゼロ・エネルギー・ハ

ウス実証事業 調査発表会 2023」によれば、2023 年 11 月 2

日時点で 220 社が登録。登録種別では D 登録（マンションデ

ベロッパー登録）が 102 社。C 登録（建築請負会社）は 76

社。D と C を合わせた登録は 42 社。 

 年々、登録者数が増加傾向にある中、当社は 2022 年 2 月

に D 登録認定されており、環境配慮型の物件開発・普及に取

り組んでいる。 

 

 

 

 

② 人的資本経営の推進 

 2025 年中期経営計画において人材戦略を策定し、一人あたり売上／利益を引き上げ、平均給与業界 No1

を KGI として設定している。 

 
 

③ 安心・安全な不動産の提供 

 「安心・安全な不動産」の定義を策定中である。 

 

④ 誠実かつ透明性の高い企業行動 

 ESG 情報開示の充実に向けた課題の特定とアクションプラン策定に取組中である。 

 

出所：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査発表会 2023 

出所：当社 2025 年中期経営計画「GLM100」「GLM1000」 
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⑤ 気候変動の緩和への貢献 

 2023 年度 Scope1・2・3 について温室効果ガス排出量の算定を行い、ロイドレジスタークオリティアシュ

アランスリミテッドより、環境データの保証を取得している。今後、2023 年度を基準年度として削減目標を

設定していく予定である。 

 

【2023 年主要データの要約】 

対象項目 

スコープ 1 GHG 排出量 0 トン CO2e 

スコープ 2 GHG 排出量 マーケット基準 127 トン CO2e 

ロケーション基準 131 トン CO2e 

スコープ 3 GHG 排出量 カテゴリー1 59,147 トン CO2e 

カテゴリー2 3,451 トン CO2e 

カテゴリー3 40 トン CO2e 

カテゴリー5 2 トン CO2e 

カテゴリー6 30 トン CO2e 

カテゴリー7 33 トン CO2e 

カテゴリー11 54,785 トン CO2e 

カテゴリー12 127 トン CO2e 

カテゴリー13 82 トン CO2e 

上記カテゴリー合計 117,697 トン CO2e 

 

※1 当連結会計年度における連結子会社等の温室効果ガス排出量は微小（かつ算定が困難）であるため、当社

単体での開示としている。 

※2 電力等の契約に基づいて購入した電力等の排出係数により算定している。 

※3 国や地域の特定のロケーションにおける平均的な発電排出係数に基づいて排出量を算定している。 

 

 

出所：当社 HP 



 

 

25 
 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス評価書 

           
 

 
 

(5) グリーンローン・フレームワーク 

 当社は、2024 年４月 1 日、グリーンローン・フレームワークを策定し、第三者機関である株式会社格付投

資情報センター(R&I)からセカンドパーティ・オピニオンを取得、同オピニオンを踏まえたグリーンローンを

みずほ銀行から 12 億円調達している。 

 

(6) 社会貢献活動 

① 水田オーナーズクラブ 

2010 年より「水田オーナーズクラブ」に加盟し、鳥取県日野郡の水田オーナーとして米生産者の所得向上

や農業体験を通じた地域交流人口の拡大を支援している。加えて、従業員の環境意識を高めて物件開発・設計

に活かし、お客さまの満足度向上につなげると共に、食を通じた地域社会への貢献の機会を創出している。 

 

出所：当社 HP 

出所：当社 HP 
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② 「古着 de ワクチン」プロジェクト 

2019 年より「古着 de ワクチン」プロジェクトに参加し、入居者の不要になった衣類を回収している。回

収品は発展途上国で再利用されるほか、回収量に応じたワクチンの寄付が行われる。お客様の快適性・満足度

向上に加え、不用品処理に係る社会的コストの削減、および開発途上国への援助を実現し、グローバルなコミ

ュニティへの貢献を図っている。 

 
 

 

 

 

(7) 人材育成方針・社内環境整備方針 

当社グループは、多様な社員一人ひとりがスキルを磨き活躍することが、唯一無二の価値創造や生産性

の向上をもたらし、その結果が利益に還元される好循環の実現が経営方針を支える最も重要な要因である

との考えのもと、人材育成方針及び社内環境整備方針を策定し、幅広い福利厚生・社内制度を完備してい

る（各種研修制度、資格取得支援制度、キャリアチャレンジ制度（現在の部署で培ったスキル・経験を活

かしつつ、異動希望により更なるキャリアアップにチャレンジできる制度）、社宅制度、フレックスタイ

ム制度、産休・育休制度、持株会制度、確定拠出年金制度、新入社員歓迎会、社員総会等）。 

 

出所：当社 HP 
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① 「プラチナ企業 TOP100」に選出 

当社は、日本経済新聞社が上場企業約 2300 社を対象に実施した企業調査（2024 年５月７日に日本経済

新聞で報道）で「働きやすさ」と「働きがい」が高い「プラチナ企業 TOP100」に選出された。不動産業

界（東証 33 業種区分で「不動産業」の企業内において）で 4 位、全体では 95 位にランクインしている。 

【プラチナ企業 TOP100 ランキングの調査概要】 

・日本経済新聞社が、企業分析を手掛ける株式会社クレジット・プライシング・コーポレーション（以

下「CPC」）の協力を得て作成したランキング。 

・企業情報のクチコミサイト「オープンワーク」に書き込まれた社員の投稿などから、上場企業を「働

きやすさ」と「働きがい」の 2 軸で類型化し、業績との連動などが分析されている。 

・「働きがい・成長」「女性の働きやすさ」「ワーク・ライフ・バランス」の項目への書き込み件数が

累計 20 件以上ある上場企業、約 2300 社が調査対象。 

・CPC が人工知能(AI)モデルを使って口コミがポジティブなのか、ネガティブなのかを分類してスコア

化し、企業ごとに働きがいと働きやすさのスコアを掛け合わせた数値をベースに順位付けしている。 

 

出所：当社 HP 
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当社グループの事業 

不動産売買事業・賃貸管理事業 

川下の事業 

投資家・オーナー 

② 新株予約権の発行 

当社は 2025 年 12 月期から 2027 年 12 月期を対象期間とする中期経営計画における業績目標の達成に

向けて、当社または当社子会社の取締役および執行役員並びに従業員のコミットメントを更に高め、当社

の業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気を一層向上させることを目的に、2024 年 12 月 2 日を割当

日として第 3 回新株予約権（有償ストックオプション）、第 4 回新株予約権（無償ストックオプション）

を発行している。第 4 回新株予約権（無償ストックオプション）については当社執行役員 2 名と当社従業

員 123 名を割当ての対象とし、当社グループの業績に応じて行使が可能になる内容となっている。 

 

 

4.インパクトの特定 

(1) バリューチェーン図 

下図は当社グループのバリューチェーン図を事業部門毎に可視化したものである。以下を基に、当社グル

ープの事業が「社会」「環境」「経済」に与えるインパクトについて分析を行う。 

 

 

(2) インパクトマッピングによるインパクト分布 

東和銀行は事業性評価におけるビジネスモデル(非開示)により、当社グループの主要、関連業種を特定し、

UNEP FI が推奨するインパクトマッピングからポジティブインパクト及びネガティブインパクトの分布を

調査した。 

分布図中の「●●」は重要な影響があるカテゴリ、「●」は影響があるカテゴリを示す。株式会社グロー

バル・リンク・マネジメントの事業活動については「●●」「●」の影響をすべて検討するが、当該事業と

は無関係なインパクトカテゴリについては検討しない。また、川上及び川下の事業活動について、川上に不

動産仲介業者・建築工事業者、売主オーナー、川下にオーナー・投資家が存在する。 

   当社グループの事業は国際標準産業分類より、「不動産業（ISIC6810）自己所有物件または賃借物件に

よる不動産業」（不動産の購入・販売）と「不動産業（ISIC6820）料金制または契約制による不動産業」（不

動産賃貸や管理業務）を適用した。川上の事業については、「不動産業（ISIC6810）自己所有物件または賃

借物件による不動産業」「不動産業（ISIC6820）料金制または契約制による不動産業」「建築工事業

（ISIC4100）」を適用した。川下の事業「不動産業（ISIC6810）自己所有物件または賃借物件による不動

産業」と「不動産業（ISIC6820）料金制または契約制による不動産業」を適用した。 

 

 

 

川上の事業 

不動産仲介業・建築工事事

業・オーナー 
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(3) インパクト分布図と分析結果 

【UNEP FI の定めたインパクト評価ツールにより確認したインパクト一覧】 

① 当社グループ事業・川上川下事業に関するインパクト 

 

大分類 インパクトエリア インパクトトピック PI NI PI NI

紛争

現代奴隷

児童労働

データプライバシー

自然災害

健康及び安全性 健康及び安全性 ● ● ● ●

水

食料

エネルギー

住居 ●● ● ●● ●

健康と衛生 ● ●

教育 ●● ●●

移動手段 ● ●

情報

コネクティビティ

文化と伝統 ● ●

ファイナンス

雇用 ● ●

賃金 ● ● ● ●

社会的保護 ● ● ● ●

ジェンダー平等

民族・人種平等

年齢差別

その他の社会的弱者

法の支配 ●● ●●

市民的自由

セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄 ● ●

インフラ インフラ

経済収束 経済収束

気候の安定性 気候の安定性 ●● ●●

水域 ● ●

大気 ● ●

土壌 ● ●

生物種 ● ●

生息地 ●● ●●

資源強度 ●● ●●

廃棄物 ● ●

PI：ポジティブインパクト、NI：ネガティブインパクト

●●：主要なカテゴリ、●：関連のあるカテゴリ

自然環境

生計

平等と正義

強固な制度・平和・安定

健全な経済

生物多様性と生態系

サーキュラリティ

社会経済

社会

資源とサービスの入手可能

性、アクセス可能性、

手ごろさ、品質

人格と人の安全保障

当社グループの事業バリューチェーン区分

国際標準産業分類

【コード】

不動産業 不動産業

【6810】 【6820】
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大分類 インパクトエリア インパクトトピック PI NI PI NI PI NI PI NI PI NI

紛争

現代奴隷 ●●

児童労働

データプライバシー

自然災害 ●●

健康及び安全性 健康及び安全性 ● ● ● ● ●● ● ● ● ●

水

食料

エネルギー ● ●

住居 ●● ● ●● ● ●● ●● ● ●● ●

健康と衛生 ● ● ● ●

教育 ●● ●● ●● ●●

移動手段 ● ● ● ●

情報

コネクティビティ

文化と伝統 ● ● ● ● ●

ファイナンス

雇用 ● ● ● ● ●

賃金 ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ●

社会的保護 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ジェンダー平等

民族・人種平等 ●●

年齢差別

その他の社会的弱者 ●●

法の支配 ●● ●● ●● ●●

市民的自由

セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄 ● ● ● ● ●

インフラ インフラ ●●

経済収束 経済収束

気候の安定性 気候の安定性 ●● ●● ●● ●● ●●

水域 ● ● ● ● ●

大気 ● ● ● ● ●

土壌 ● ● ●● ● ●

生物種 ● ● ●● ● ●

生息地 ●● ●● ●● ●● ●●

資源強度 ●● ●● ●● ●● ●●

廃棄物 ● ● ●● ● ●

PI：ポジティブインパクト、NI：ネガティブインパクト

●●：主要なカテゴリ、●：関連のあるカテゴリ

川下の事業

不動産業 不動産業

【6810】 【6820】

社会経済

強固な制度・平和・安定

健全な経済

自然環境
生物多様性と生態系

サーキュラリティ

社会

人格と人の安全保障

資源とサービスの入手可能

性、アクセス可能性、

手ごろさ、品質

生計

平等と正義

【コード】 【6810】 【6820】 【4100】

バリューチェーン区分 川上の事業

国際標準産業分類 不動産業 不動産業 建築工事業
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② 当社グループ事業・川上川下事業に関連するポジティブインパクト及びネガティブインパクト 

当社グループ及び川上・川下の事業を国際標準産業分類（ISIC）上の業種カテゴリに適用させた上、UNEP 

FI が提供するインパクトレーダーを用いて「ポジティブインパクト」（以下、「PI」）と「ネガティブイン

パクト」（以下、「NI」）を特定する。 

 

【当社グループ事業】 

・不動産業 

当社グループの主要事業である不動産事業は、仕入、売買、管理を行っている。インパクト分布図より、PI

については、「健康及び安全性」、「資源とサービスの入手可能性、アクセスの可能性、手ごろさ、品質」、

「生計」が抽出された。 

「健康及び安全性」については、当社が提供する環境配慮型住宅の高断熱・高気密性能によって喘息やアレ

ルギーを誘発させるカビ・ダニの発生を抑制する等、入居者の健康面に PI をもたらす。また、安心安全に配

慮したエレベーターの設置や水害対策の導入により安全性に PI をもたらす。 

「資源とサービスの入手可能性、アクセスの可能性、手ごろさ、品質」のエリアからは「住居」「健康と衛

生」「教育」が抽出された。「住居」については、“3 チカ”をコンセプトに環境配慮型の物件開発によって資

産価値の高い住居が創出・整備され、人口増加と地域コミュニティの活力向上により快適な住環境を提供でき

る住みよいまちづくりの実現が可能となる。また、当社は、単身者向けコンパクトマンションの供給を強みと

しており、単身世帯増加という社会課題にも応えているほか、高断熱・高気密性を有する住宅であり入居後の

ランニングコストが抑えられることから、入居後のランニングコストも含めた低コストの物件に住みたい入居

者のニーズにも応えており、PI をもたらす。「健康と衛生」「教育」は、医療・教育施設の取り扱いはして

いないことから、該当しない。 

「生計」のエリアにおいては、「雇用」「賃金」「社会的保護」が抽出された。 

当社は「人材育成方針」及び「社内環境整備方針」を策定し、プロフェッショナル人材の育成と働きやすい

職場環境づくりに取組んでいる。具体的には、各種研修制度、資格取得支援制度、キャリアチャレンジ制度

（現在の部署で培ったスキル・経験を活かしつつ、異動希望により更なるキャリアアップにチャレンジできる

制度）、社宅制度、フレックスタイム制度、産休・育休制度、持株会制度、確定拠出年金制度、新入社員歓迎

会、社員総会など従業員の福利厚生制度が充実しており、また、当社業績に応じて行使可能となるストックオ

プションを従業員に付与するなど、いずれも PI をもたらす。 

「健全な経済」のエリアの「零細・中小企業の繁栄」については、当社の事業との関連性は希薄であり、該

当しない。 

一方、NI について、インパクト分布図より「健康及び安全性」と「資源とサービスの入手可能性、アクセ

スの可能性、手ごろさ、品質」のエリアにおいては、「住居」「移動手段」「文化と伝統」が抽出された。 

「健康及び安全性」「住居」は、当社のコンセプトが“3 チカ”であり、高いバリューが維持されることから

NI が生じるが、「住居」の PI で説明した取り組みにより NI の緩和に努めている。 

「移動手段」については、当社は、都心部での物件開発が中心となっているものの、物件開発においてリモ
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ートワークの要素を重視することで職場への出勤が抑制され、混雑の緩和に努めている。 

「文化と伝統」については、当社は環境配慮型建物の開発を行う前提で土地を購入するが、購入に際しては

開発事業本部開発事業部内にて周辺環境や埋蔵文化財の有無、土壌汚染リスク、ハザード等を検討する「リス

ク検討会議」を開き、同会議で承認を得たのちに代表取締役決裁にて購入を決定しており NI の緩和に努めて

いる。 

「生計」のエリアにおいては、「賃金」「社会的保護」が抽出された。「賃金」「社会的保護」について

は、上記 PI で説明した取り組みにより、NI の緩和に努めている。 

「強固な制度・平和・安定」のエリアでは「法の支配」が抽出された。当社の事業は不動産業であり、各種

法律・法令等を遵守した中で事業を展開することで NI の緩和に努めている。 

「気候の安定性」「生物多様性と生態系」「サーキュラリティ」のエリアにおいては、「気候の安定性」

「水域」「大気」「土壌」「生物種」「生息地」「資源強度」「廃棄物」が抽出されている。 

「気候の安定性」は、当社の自社物件及び管理物件において、省エネに寄与しない資材や設備が使用されて

いる場合、NI が発現する。当社グループは断熱性能が高く省エネに優れた環境配慮型物件に取り組んでお

り、緩和に努めている。 

「水域」については、工事の施工にあたり水質汚染等に配慮しながら進めている。「大気」については、断

熱性能が高く省エネに優れた環境配慮型物件に取り組んでおり、緩和に努めている。また「土壌」は「文化と

伝統」で説明の通り「リスク検討会議」開催により NI の緩和に努めている。 

「生物種」「生息地」については、当社の開発・販売物件、賃貸管理物件は、都心の住宅地が中心エリアで

あり、大きく自然環境を壊す立地ではなく、該当しない。 

「資源強度」「廃棄物」について、当社は社内資料等の電子化や契約手続きの電子化等によるペーパーレス

に取り組んでおり、また、プラスチック製のクリヤーホルダーのリサイクルサービスを利用するなど、NI の

緩和に努めている。 

 

【川上／川下事業】 

川上／川下事業においては、「建築工事業（ISIC4100）」のうち、当社と関連性の高いインパクトについて

検証を行い、当社グループと国際標準産業分類が同じである「不動産業（ISIC6810）自己所有物件または賃借

物件による不動産業」、「不動産業（ISIC6820）料金制または契約制による不動産業」についてインパクト検

証は行わない。 

 

・建築工事業 

建築工事業の PI については、「資源とサービスの入手可能性、アクセス可能性、手ごろさ、品質」のエリア

では、「エネルギー」「住居」が抽出された。 

「エネルギー」については、当社グループは断熱性能が高く省エネに優れた環境配慮型物件の開発に取り組

んでおり、PI が発現する。 

「住居」については、“3 チカ”をコンセプトとした環境配慮型の物件開発によって資産価値の高い住居が創

出・整備され、人口増加と地域コミュニティの活力向上により快適な住環境を提供することに貢献する PI が発
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現する。 

「生計」のエリアでは、「雇用」「賃金」が、「健全な経済」のエリアでは、「零細・中小企業の繁栄」が

抽出された。当社は幅広い業種の企業と取引があり、管理物件の修繕や清掃などのメンテナンスは各エリ

アの業者に依頼している。そのため、地域内事業者の雇用と成長の一助となっており、PI が発現する。 

「インフラ」のエリアでは「インフラ」が抽出されるが、当社は公共事業等のインフラ工事は施工しておら

ず、該当しない。 

一方、NI について、以下の NI が抽出されているが該当しない、または緩和に努めている。 

「人格と人の安全保障」と「健康及び安全性」のエリアでは、「現代奴隷」「自然災害」「健康及び安全性」

が抽出された。「現代奴隷」について、当社においては品質管理・工程管理のため隔週で現場定例会議に参加

し、施工現場の確認を実施する傍ら、施工業者に対して現場作業員の労働状況についてのヒアリングを行い健

全な労働環境の保全により NI の緩和に努めている。 

「自然災害」については、災害時にライフラインが断たれた場合の備えとして、マンション内に非常用トイ

レや発電機、災害対策用造水機など各種防災備品を常備した防災備蓄倉庫を設置した物件開発や、ハザードマ

ップエリア内に計画された物件には水害対策（エントランスなど一階の出入口に止水版を設置し、電機盤類は

地面から 1m 以上の位置に設置。屋上に溜まった雨水は雨水タンクに集め、植栽の散水などに利用。）を対

応することで、NI の緩和に努めている。 

「健康及び安全性」については、上記の通り施工業者に対して現場作業員への安全確保依頼を行うことで NI

の緩和に努めている。 

「生計」のエリアでは、「賃金」が抽出された。人手不足が深刻化している状況下では、現場就業者に外国

人労働者や技能実習生が含まれ、低賃金での就労や賃金未払いの可能性があるが、上記の通り労働環境の把握

に取り組むことで NI の緩和に努めている。 

「平等と正義」のエリアでは、「民族・人種平等」「その他の社会的弱者」が抽出され、前述の通り建築現

場で外国人労働者や技能実習生への差別的な扱いや配慮を欠いた扱いをした場合 NI が発現するが、上記と同

様に労働環境の把握により NI の緩和に努めている。 

「気候の安定性」「生物多様性と生態系」「サーキュラリティ」のエリアでは、「気候の安定性」「土壌」

「生物種」「生息地」「資源強度」「廃棄物」が抽出されている。 

「気候の安定性」については、先述の通り、当社は断熱性能が高く省エネに優れた環境配慮型建築に取り組

んでおり、二酸化炭素排出量の削減に寄与することで NI の緩和に努めている。 

「土壌」については、「文化と伝統」で記載の通り NI の緩和に努めている。 

「生物種」「生息地」については、当社の開発・販売物件、賃貸管理物件は、都心の住宅地が中心エリアで

あり、大きく自然環境を壊す立地ではなく、該当しない。 

「資源強度」「廃棄物」については、当社は大規模な解体は行っていないため建設用資材の廃棄物は少ない。 

 

③ 特定したインパクト 

「事業性評価」、「バリューチェーン分析」、「インパクトレーダーによるマッピング」の結果を踏まえて、

当社が「環境」「社会」に与えるインパクトを以下の通り特定した。 
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・環境（Environment）、社会（Social） 

当社は、”3 チカ“をコンセプトに、断熱性能が高く省エネに優れた環境配慮型の物件開発によって資産価値

の高い住居が創出・整備され、人口増加と地域コミュニティの活力向上により快適な住環境を提供できる住み

よいまちづくりを目指している。また、単身者向けコンパクトマンションの供給を強みとしており、単身世帯

増加という社会課題にも対応している。このインパクトは、UNEP FI のインパクトレーダーにおいて、「住居」

「エネルギー」のカテゴリに該当すると考えられ、社会面の PI 拡大に寄与するものである。また、環境配慮型

の物件開発は「気候の安定性」のカテゴリに該当すると考えられ、環境面の NI の緩和に寄与するものである。

再生事業においては既存の中古物件（マンション、オフィスビル等）を取り壊すことなくリノベーション工事

等を通じて環境対応や耐震強化等に取組み、そこに住む人、働く人のウェルビーイングの実現（快適な住環境

の提供、労働環境の改善）を目指している。このインパクトは、「住居」「資源強度」のカテゴリに該当する

と考えられ、社会面、環境面の PI 拡大に寄与するものである。 

SDGs においては、以下のターゲットに該当すると考えられる。 

「7.3：2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。」 

「11.1：2030 年までに、全ての人々の、適切、安全かつ安価な住宅及び基本的サービスへのアクセスを確保

し、スラムを改善する。」 

「13.1：全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靭性（レジリエンス）及び適応の能力を強

化する。」 

 

・企業統治（Governance） 

  当社は、多様な社員一人ひとりがスキルを磨き活躍することが、唯一無二の価値創造や生産性の向上をも

たらし、その結果が利益に還元される好循環の実現が経営方針を支える最も重要な要因であるとの考えのも

と、人材育成方針及び社内環境整備方針を策定し、幅広い福利厚生・社内制度を完備している。また、従業

員のエンゲージメントを高めるため、2024 年 12 月には従業員向けに当社業績に応じて行使可能となるス

トックオプションを付与する取組を行っているほか、当社業績の向上とともに従業員の平均給与を引き上げ

ており、今後についても上記の好循環を実現させて、従業員の平均給与を引き上げることを目標に掲げてい

る。このインパクトは、UNEP FI のインパクトレーダーにおいて、「雇用」「賃金」のカテゴリに該当

し、社会面の PI の拡大に寄与するものである。 

  SDGs においては、以下のターゲットに該当すると考えられる。 

 「8.5：2030 年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、安全かつ生産的な雇用及び働きが

いのある人間らしい仕事、ならびに同一労働同一賃金を達成する。」 
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5. インパクトニーズの確認 

  特定したインパクトとインパクト・カテゴリおよび SDGs との対応関係について記載してきたが、ここで

はインパクトの重要度を確認すべく、同社の事業エリアにおけるインパクトニーズとの関係性について見て

いきたい。 

(1) 国内のインパクトニーズ 

同社の売上高は、日本国内におけるものである。国内における「持続可能な開発報告書 2024」を参照した

ものであり、SDGs の 17 の目標別に日本の達成度を表している。そのインパクトニーズと同社のインパク

トとの関係性を確認した。「緑は目標達成」、「黄は課題が残っている」、「橙は重要な課題が残っている」、

「赤は主要な課題が残っている」としている。 

特定してインパクトに対応する SDGs のゴールのうち「7」「8」「11」「13」は、日本において「大きな

課題が残っている」と位置付けられていることが確認できる。 
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(2) 当行が認識する社会課題との整合性 

東和銀行グループは、お客様の企業価値向上と地域・社会の活性化に取り組む「TOWA お客様応援活動」

を通じて、気候変動等の環境問題をはじめとする様々な社会的課題の解決に取り組み、当行を含む地域経

済の発展と環境・社会・社会的価値の向上の両立を図る共通価値の創造により、持続可能な社会の実現に

貢献することをサステナビリティ方針として掲げている 。従って、本評価書で特定した「7」「8」「11」

「13」のインパクトは、東和銀行のサステナビリティ方針と全体的に整合的である。とりわけ、「東和銀

行が積極的に取り組むセグメント」における「7」（エネルギーをみんなに そしてクリーンに）「8」（働

きがいも経済成長も）「11」（住み続けられるまちづくりを）に整合している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

出所：当行 HP 
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6. インパクトの評価 

インパクトに対し、インパクトの種類(ポジティブインパクトの創出可能性、ネガティブインパクトの緩和・

管理)、インパクトカテゴリ、関連する SDGs、内容・対応方針及び目標と KPI を整理する。 

 

(1) 環境対応の物件開発による環境保護と住みよいまちづくりへの取組 

インパクトの種類 
社会的側面においてポジティブインパクトの増大 

環境的側面においてネガティブインパクトの低減 

インパクトカテゴリ 「住居」「エネルギー」「気候の安定性」「資源強度」 

関連する SDGs 

 

  

内容・対応方針 

① レジデンス販売において、「駅から徒歩 10 分圏内」「ターミナル駅まで 30 分

前後」「高い地価」の”3 チカ“をコンセプトに、断熱性能が高く省エネに優れた

環境対応（「ZEH-M Oriented」や「エネルギー消費性能レベル 3 以上・断熱性

能レベル 4 以上」などの環境配慮型）の物件開発によって資産価値の高い住居

を創出・整備することで、環境に配慮しつつ人口増加と地域コミュニティの活

力向上により快適な住環境を提供できる住みよいまちづくりを目指す 

② 再生事業において、既存の中古物件（マンション、オフィスビル等）を取り壊

すことなくリノベーション工事等を通じて環境対応や耐震強化等に取組み、そ

こに住む人、働く人のウェルビーイングの実現（快適な住環境の提供、労働環

境の改善）を目指す 

目標と K P I 

① レジデンス販売において、2027 年 12 月期までに環境対応比率を 100%とし、

販売総戸数を 1,280 戸以上とする 

※2028 年 12 月期以降の目標は改めて設定する 

✓ 2021 年 12 月期実績：環境対応比率 0%・販売戸数 836 戸 

✓ 2022 年 12 月期実績：環境対応比率 0%・販売戸数 979 戸 

✓ 2023 年 12 月期実績：環境対応比率 23.9%・販売戸数 1,079 戸 

② 再生事業について、2027 年 12 月期までに販売棟数累計 12 棟以上、 

売上高 200 億円以上にする 

※2028 年 12 月期以降の目標は改めて設定する 

✓ 2023 年 12 月期までの販売実績なし 
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(2) 働きがいのある職場環境の整備 

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトの増大  

インパクトカテゴリ 「雇用」「賃金」 

関連する SDGs 

 

内容・対応方針 平均年収の引上げにより、働きがいのある職場環境を整備する。 
 

目標と K P I 

2023 年 12 月期の従業員数を維持しつつ、2027 年 12 月期までに従業員の平均 

年収を 1,000 万円以上にする 

※2028 年 12 月期以降の目標は改めて設定する 

✓ 2021 年 12 月期実績：従業員数 119 名・平均年収 6,182,989 円 

✓ 2022 年 12 月期実績：従業員数 127 名・平均年収 7,456,687 円 

✓ 2023 年 12 月期実績：従業員数 129 名・平均年収 8,176,855 円 

  

 

7. インパクトの管理体制 

株式会社グローバル・リンク・マネジメントは金社長を中心としてサステナビリティ経営充実の為の施策を

各事業部が連携して SDGs の施策を検討・実施・検証する体制が整っている。 

PIF におけるインパクトについては、金社長が中心となり、管理・達成へ向けた施策を実施する。 

【インパクト管理者】 

 

 

 

 

8. モニタリング方法 

株式会社グローバル・リンク・マネジメントに対する PIF のモニタリングは、インパクト管理者と東和銀行

の担当者 (コンサルティング部担当者及び営業店担当者)により年 1 回以上の協議を通して実施する。 

年 1 回以上の協議は、下記のプロセスで行われる。 

 

 

 

 

 

東和銀行は上記のプロセスにおいて、自行のサポート及びアドバイスを実施する。また、モニタリング実施状

況については、株式会社格付投資情報センターより、包括的な年次レビューを受ける。 

最高責任者 代表取締役 金 大仲 

担当者 財務部財務課 石井 慶 

項目 内容 

1.内容報告・実績開示 設定した KPI の達成度を確認する。 

2.検証・精査 達成度について開示された情報を東和銀行が確認する。 

3.修正の検討 達成度・進捗度を検証し KPI の修正を検討する。 

4.追加の検討 形骸化を防ぐ為、KPI の追加や削除を検討する。 
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9. 総括 

本件は UNEP FI の「ポジティブ・インパクト金融原則」に準拠したファイナンスである。株式会社グローバ

ル・リンク・マネジメントは、本件融資期間を通じてポジティブな成果の発現とネガティブな影響の低減に努

めることを確認した。また、東和銀行は融資先担当者との会合を少なくとも年に 1 回実施し、本件で設定した

KPI の進捗状況についてフォローアップする体制を構築している。また、このフォローアップは単なる進捗の

確認だけでなく、必要に応じて、インパクトの実現に向けた対応策等に関するエンゲージメントを行うもので

ある。その他、日々の営業活動を通じた情報交換も行い、融資先のインパクト実現に向けた支援を実施する。 

 

 

留意事項 

1. 本評価書の内容は、東和銀行が現時点で入手可能な公開情報に加え、株式会社グローバル・リンク・

マネジメントから提供された情報や同社への事業に関するインタビューを通じて収集した情報に基

づいて、現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポジティブ要素の成果及

びネガティブ要素の抑制等を保証するものではありません。 

2. 東和銀行が本評価に際して用いた情報は、東和銀行がその裁量により信頼できると判断したものでは

あるものの、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではありません。東和銀行 

は、これらの情報の正確性、適時性、網羅性、完全性及び特定目的への適合性その他一切の事項につ

いて、明示・黙示を問わず、何ら表明または保証するものではありません。 

3. 本評価書に関する一切の権利は東和銀行に帰属します。評価書の全部または一部を自己使用の目的 

を超えての使用(複製、改変、翻案等を含む)、または使用する目的で保管することは禁止されていま

す。 
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東和銀行 ポジティブインパクトファイナンス 
2024 年 12月 27 日 

 

株式会社グローバル・リンク・マネジメント 
サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：左近充 直人 

 

格付投資情報センター（R&I）は東和銀行がグローバル・リンク・マネジメントに対して実施するポジティブインパク
トファイナンスについて国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が制定したポジティブインパクト金融原則（PIF
原則）に適合していることを確認した。 

R&I は別途、東和銀行のポジティブインパクトファイナンス実施体制が PIF 原則に適合していることを確認してい
る1。今回のファイナンスに関して東和銀行の調査資料の閲覧と担当者への質問を実施し、実施体制の業務プロ
セスが PIF原則に準拠して適用されていることを確認した。 

東和銀行が実施するインパクトファイナンスの概要は以下のとおり。 
 

(1) 対象先 

社名 株式会社グローバル・リンク・マネジメント 

所在地 東京都渋谷区 

設立 2005年 3月 

資本金 568百万円 

事業内容 不動産ソリューション事業（投資用不動産の開発・売買、賃貸管理） 

売上高 41,129百万円（連結 41,259百万円）（2023年 12月期） 

従業員数 129人(2023年 12月末時点) 

 

(2) インパクトの特定 

東和銀行は対象先の事業内容や活動地域等についてヒアリングを行い、バリューチェーンの各段階において
発現するインパクトを分析し、特定したインパクトカテゴリを SDGsに対応させてインパクトニーズを確認した。また、
当社の事業活動が影響を与える地域におけるインパクトニーズとの整合性について、持続可能な開発ソリューシ
ョンネットワーク（SDSN）が提供する SDGダッシュボードなどを参照し確認した。 

 

(3) インパクトの評価 

東和銀行は特定したインパクトの実現を測定できるようインパクトの内容を整理してKPIを設定した。ポジティブ
インパクトは SDGs 達成に寄与する取り組みとして追加性があると判断した。また、東和銀行が掲げる重点課題
（マテリアリティ）と方向性が一致することを確認した。 

 

 

                              
12024 年 4月 11 日付セカンドオピニオン「株式会社東和銀行 ポジティブインパクトファイナンス実施体制」 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2024/04/news_release_suf_20240411_jpn.pdf  
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① 環境対応の物件開発による環境保護と住みよいまちづくりへの取組み 

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

環境的側面においてネガティブインパクトを低減 

インパクトカテゴリ 「住居」「エネルギー」「気候の安定性」「資源強度」 

関連する SDGs 

 

内容・対応方針 ① レジデンス販売において、「駅から徒歩 10 分圏内」「ターミナル駅まで 30 分前

後」「高い地価」の”3 チカ“をコンセプトに、断熱性能が高く省エネに優れた環境

対応（「ZEH-M Oriented」や「エネルギー消費性能レベル 3 以上・断熱性能レ

ベル 4 以上」などの環境配慮型）の物件開発によって資産価値の高い住居を

創出・整備することで、環境に配慮しつつ人口増加と地域コミュニティの活力向

上により快適な住環境を提供できる住みよいまちづくりを目指す 

② 再生事業において、既存の中古物件（マンション、オフィスビル等）を取り壊すこ

となくリノベーション工事等を通じて環境対応や耐震強化等に取組み、そこに住

む人、働く人のウェルビーイングの実現（快適な住環境の提供、労働環境の改

善）を目指す 

目標と KPI ① レジデンス販売において、2027 年 12 月期までに環境対応比率を 100%とし、

販売総戸数を 1,280戸以上とする 

※2028年 12月期以降の目標は改めて設定する 

✓ 2021年 12月期実績：環境対応比率 0%・販売戸数 836戸 

✓ 2022年 12月期実績：環境対応比率 0%・販売戸数 979戸 

✓ 2023年 12月期実績：環境対応比率 23.9%・販売戸数 1,079戸 

② 再生事業について、2027年 12月期までに販売棟数累計 12棟以上、売上高

200億円以上にする 

※2028年 12月期以降の目標は改めて設定する 

✓ 2023年 12月期までの販売実績なし 

 
② 働きがいのある職場環境の整備 

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

インパクトカテゴリ 「雇用」「賃金」 

関連する SDGs 

 

内容・対応方針 平均年収の引上げにより、働きがいのある職場環境を整備する 

目標と KPI 2023 年 12 月期の従業員数を維持しつつ、2027 年 12 月期までに従業員の平均

年収を 1,000万円以上にする 

※2028年 12月期以降の目標は改めて設定する 

✓ 2021年 12月期実績：従業員数 119名・平均年収 6,182,989円 

✓ 2022年 12月期実績：従業員数 127名・平均年収 7,456,687円 

✓ 2023年 12月期実績：従業員数 129名・平均年収 8,176,855円 
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(4) モニタリング 

東和銀行は対象先の担当者との会合を少なくとも年に 1回実施し、本 PIFで設定した KPIの進捗状況につい
て共有する。日々の営業活動を通じた情報交換も行い対象先のインパクト実現に向けた支援を実施する。 

 

以 上  
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